




















から、 日本の会計年度の1971年度と1972年度にあたる1971年 4月 1日～1973年3月31日の計 
2 年としたい。復帰の日である5 月15日は、1972年 1 月 6 ～ 7 日に開催された日米首脳会談に 
おいて、佐藤栄作首 相 と リ チ ャ ー ド ・ニクソン（Richard M. Nixon) 大統領によって決定さ 
れたものだ。そもそも、日本側（沖縄側）は日本の会計年度の開始日である4 月 1 日を、米国側 
は米国や「琉球」の会計年度の開始日である7 月 1 日を、それぞれ主張していた。あいだを取っ 






この場合の権力移行とは、米国が1952年 4月 28日に発効した「サンフラ 
ンシスコ講和条約」第 3 条によ っ て 「琉球」の統治権2）（「行政、立法及び 
司法上の権力の全部及び一部を行使する権利」）を得たものの1972年 5 月 













このように、権力移行は、単 な る 「政権の移行」、すなわち与党から与党 
へ の 「政権継承」や与党から野党への「政権移行」ではない。
言わば国と県の二重性を持っていた琉球政府を、組織的・人 的 ・機能的 
に日本のそれに組み込むべく、国 や 県 （ごく一部は市町村や公共的団体に 
も）に分けて、 自治体としての沖縄県を発足させたのである。
立法院は国の議会としての位置づけを与えられており、議員の待遇もそ
2) 通 常 は 統 治 権 で は な く 「施政権」が用いられるようである。 しかし、 「施政権」は信託統治 
を前提としたタームであり、 「サンフランシスコ講和条約」第 3 条の提案が米国によってなさ 
れ、「琉球」が国連の信託統治下に置かれる可能性は殆どなかった。事実そのまま日本に復帰し 
ている。従って、本 稿 に お い て は 「統治権」 を用いたい。
3) 櫻 井 溥 『沖縄祖国復帰物語』大蔵省印刷局、1999年、 123頁。
4) 櫻 井 ・同上書122頁








復帰時の琉球政府は、1952年 4月 1日の発足後 20年余が経過しており、 
琉球列島米国民政府（U S C A R ) 6)な る 「軍人に率いられた民政府」という 
矛盾した統治組織の下に置かれていた。U S C A R には、発足当初はとりわ 
け強くその桎梏に苦しめられたが、復帰が近づくにつれてそれも薄れて 
行ったと言える。
琉球政府には、概ね U S C A R の組織に対応する部局が置かれるといった 
形で、その影響力が浸透しやすい構造になっていた。しかし、20年余の間 












8) 復 帰 前 の 「琉球」は、 日米琉の法が複雑に入り組んで存在するという「雑居」状態にあっ 
た。復帰時に有効であったのは、①平時国際法・条約、②大統領の行政命令、③米国議会が沖 
縄に関して制定した法律、④布告・布 令 ・指令、⑤琉球政府の制定する立法（立 法 ・行 政 ・司 
法の各機関の制定する規則を含む)、⑥各市町村の制定する条例、⑦旧日本法である。国の基本 
的な統治機構とその形態は憲法によって定められるが、「琉球」においてはそれが制定されるこ 
とはなかった。よって、それにあたるものを「基本法」 としたい。詳しくは、垣 花 豊 順 「米国 
の沖縄統治に関する基本法の変遷とその特質」 （宮里政玄編『戦後沖縄の政治と法1945-1972 
年』東京大学出版会、1975年所収）同書325-358頁を参照のこと。
命令第10713号」、す な わ ち 1957年 6月 5日 の 「琉球列島の管理に関する行 
政命令」9）第 5 節～第10節)、1952年2月29日の米国民政府布告第13号 「琉 
球政府の設立」、そして同日の米国民政府布令第68号 「琉球政府章典」で 
あった。 「琉球政府の設立」は 「琉球政府章典」と一体をなしていると言え 
るものだ。
「琉球列島の管理に関する行政命令」、 「琉球政府の設立」、そ し て 「琉球 
政府章典」は、琉球政府における三権の所在やそれを担う組織のありよう 
を定めた条項について、内容的に重なっている部分が多かった。 「琉球政 
府の設立」 と 「琉球政府章典」では、前者の方が綱領的であって、後者の 
方が組織や運営についての詳細を定めている。
琉球政府そのものの位置づけは、「琉球政府の設立」のみに見られ、その 




節 （1 2 「条」に相当するが、ArticleではなくSectionと表記されており、 
「節」 と訳される）や 「琉球政府の設立」第 6 条には住民の基本的自由を 
保障する旨が定められている。また、「琉球政府章典」第 1 条には琉球政府 
の管轄区域が、第 2 章 （第 3 条～第 6 条） には住民の権利・義務が、さら 
に第6 章 （第31条～第34条） には市町村との関係が定められていたのだ。
このように、 「琉球列島の管理に関する行政命令」、 「琉球政府の設立」、
9 )  琉 球 政 府 法 務 局 編 『琉 球  現 行 法 規 総 覧  基 本 法  立 法 院 行 政 一 般 － （I ) － － 1 ( I ) －』 
第一法規、1971年、11— 15頁。琉 球 政 府 『公報』1971年 10月29日、1 4 - 1 5頁。以下で掲げる復 
帰 前 の 法 は 全 て 『琉球現行法規総覧』 に基づいている。 こ の 『琉 球  現行法規総覧』は加除式 
で、本稿では1972年 5月22日に加除整理作業が行われたものを用いた。復帰時までの改正が反 
映されていないところもあるので、その場合にはこの注のように琉球政府の『公報』で補って 
いる。なお、 「琉球」の 「基本法」 には、 この他に、米国議会において1960年 7月 12日に議決  
さ れ た 「プライス法」，す な わ ち 「琉球列島における経済的、社会的発展の促進に関する法律」 
もある。 この法律は経済援助法案として知られているが、第 1 条 で 米 国 の 「琉球」統治の基本 
原則を定めており、 また第6 条 で 米 国 法 は 「琉球」 に対して特別の定めがない限り適用されな 
いとしているといったことから、「基本法」であると捉えることができよう。制定機関は米国議 
会であって、法 的 に は 「琉球列島の管理に関する行政命令」以上に重要であるとの指摘もある。 
詳 し く は 垣 花 「米国の沖縄統治に関する基本法の変遷とその特質」 （宮 里 編 ・前掲 注 8 『戦後 
沖縄 の 政 治 と 法  1945— 1972年』所収） 同書354— 357頁を参照のこと。




た。例えば、「琉球政府章典」第 2 条において「琉球政府の首都は那覇市で 
ある」 と定めているのは前者の意味であろうし、立法院・行 政 府 ・裁判所 
を 念 頭 に 「琉球政府」 と表現する場合には後者の意味であろう。10）本稿で 
取り上げるのは、後者の側面である。
琉球政府の上部にはU S C A R があったが、それを率いていたのは米国陸 
軍中将であるジェームズ・B・ ランパート（Jam e s  B. L a mpert）11）高等弁 
務官であった。











10) 仲 地 博 「第 2 章  琉球政府から何を学ぶか」 （沖縄県道州制懇話会編『沖 縄 の 「特例型」道州 
制 の 諸 課 題 に 関 す る 調 査 研 究 （社）沖縄県対米請求権事業協会・助 成 シ リ ー ズ N o.39』沖縄 
道州制懇話会、2010年所収） 同書41、47頁。
11)  ランパートについては、大 田 ・前掲注 6 『沖 縄 の 帝 王 　高等弁務官』3 7 9 - 4 1 6頁，及 び 宮 城 ・ 
前掲注 6 『為 政 者 た ち の 証 言 　占領27年』 1 9 1 - 2 2 7頁を参照のこと。なお，歴代の高等弁務官 
は、全て米国陸軍中将であった。
12) こ こ で 掲 げ る 「琉球列島の管理に関する行政命令」第 11節 （a) の内容は、 1962年 3月 19日  
の 「琉球列島の管理に関する行政命令」 の改正によるものである。 この改正は、大統領行政命 
令第11010号、す な わ ち 「琉球列島の管理に関する行政命令第10713号を改正する行政命令」が 
出されたことを指す。なお、 この改正は同日の「ケネディ声明」 によって明らかにされた。
沖 縄 法 学 第 44号 （2015)















U S C A R の下に置かれた琉球政府であったが、米国流の厳格な権力分立 
制を取り、立 法 ・行 政 ・司法の三権を有していた。
まず、立法権は琉球政府立法院が担っており、議長は自由民主党沖縄県 
連合会の星克14）である。1952年 3月 2日 の 第 1 回総選挙いらい公選であっ 
た。行政主席が公選となるまでの16年 8 ヵ月のあいだ唯一の住民代表で 
あって、正 し く 「自治の砦」であったと言える。
それから、行政権は琉球政府行政府が担っており、行政主席は革新系無 
所 属 の 屋 良 朝 苗 15）である。1968年11月10日になってようやく公選となっ 
たが、 これは1950年9月17日に沖縄・宮 古 ・八重山においてそれぞれの群 
島知事選が行われて以来の首長選だった。
13) 大 田 ・前掲注6 『沖縄の帝王　高等弁務官』27頁。
14) 星克については、沖縄県議会事務局編『沖縄県議会史　第二二巻 　資料編1 9  議員名鑑』沖縄 
県議会、2007年、192頁を参照のこと。













そ の 訳 を 「琉球」側で立法院にしたという。18）立法院の根拠法は、「琉球列 
島の管理に関する行政命令」 （第 6 節 ・第 7 節)、 「琉球政府の設立」 （第 3 




院規則第1 号 「立法院規則」がある。 これは、衆参両院の規則をもとにし 
たものだ。




そして、権能は、 「琉球政府の設立」第 3 条にある。 ここでは、 「琉球政
16) 平田清祐については、平 田 清 祐 『首席判事物語』私家版、1990年を参照のこと。 
17) U S C A R は 1968年 1月 8日に牧港補給地区へ移ったが、それまでは那覇市泉崎の4 階建てで 
1 ・2 階に行政府の入っているビルの3・ 4 階を使用していた。 この移動は、U S C A R と行政 
府、ひいては琉球政府との力関係の変化を反映しているようで興味深い。




















沖縄社会大衆党8 名、 日本社会党沖縄県本部2 名、沖縄人民党2 名、保守 
系無所属1 名、及び革新系無所属1 名である。20）多数野党である自民党沖 
縄県連が、議長に星克を、そして副議長に伊藝徳一21）を出して、正副議長 
を独占していた。




19)「元 ・県議 会 事 務 局 長  真喜屋実顕氏」 （仲 地 博 ・前 津 榮 健 『聞 き 書 き  おきなわ自治物語Ⅱ』 
沖縄県町村会、2014年所収） 同書379頁。
20) 沖縄戦後選挙史編集委員会編『沖 縄 戦後選挙史　第二巻』沖縄県町村会、 1984年、949-959 
頁。
21) 伊藝徳一については、沖縄県議会事務局編・前掲注 1 4 『沖 縄 県 議 会 史  第二二巻  資料編 19 
議員名鑑』48頁を参照のこと。
内 政 ・文教社会・経済工務・予算決算の六つ、後者は軍関係問題（第 4 回 
議 会 〈定例〉中である1954年4月14日に軍使用土地特別委員会が設置され 
てから名称を変えつつ断続的に維持されたもの）・復 帰 対 策 問 題 （第42回 
議 会 〈定例〉中である1970年4月3日に設置されてから断続的に維持され 
たもの）の二つである。22) 23
立法院事務局は、議長のもとに事務局長が置かれ、総務部・議事記録部・ 
法制部の3 部制が取られた。総務部と議事記録部にはそれぞれ3 課 （前者 
は総務課、経理課、及び管理課、後者は議事課、記録第一課、及び記録第 
二課）が、法制部には1 課 （立法考査課） 1 室 （法制室）があり、議会運 
営委員会以外の各常任委員会には、調査室が置かれて、それぞれ職員が7 










22） 照屋榮一 『沖縄行政機構変遷史』私家版、1 9 8 4 年、177頁。琉球政府立法院事務局議事課編 
『議会時報　第27号』琉球政府立法院事務局、1972年、21頁。沖縄県議会事務局調査課編『立 
法院誌』沖縄県議会事務局、1973年、196、206, 208頁。なお、復帰前における最後の議会は、 
1972年2月1日から復帰前日である5 月14日までの104日間を会期とする第49回 議 会 （定例） 




23) 琉球政府立法院事務局編『立法院のしおり』琉球政府立法院事務局、1969年、28頁。 「元 ・ 
県議会事務局長真喜屋実顕氏」（仲地他・前掲注1 9 『聞き書き　おきなわ自治物語Ⅱ』）同書374 
頁。
24) 「元 ・県議会事務局長　真喜屋実顕氏」 （仲地他・同上書所収）同書374— 377頁。
25) 宮 城 進 「琉球政府立法院の機能と成果」（議会政治研究会編『議会政治研究　No.25』議会政治 






















26) 琉球政府立法院事務局編・前掲注2 3 『立法院のしおり』 19頁。








28) 琉球政府立法院事務局編・前掲注2 3 『立法院のしおり』 19頁。
29) 琉球政府立法院事務局編・同上誌20頁。 「元 ・県 議 会 事 務 局 長  真喜屋実顕氏」 （仲 地 他 ・前 
掲注1 9 『聞 き 書 き  おきなわ自治物語Ⅱ』） 同書378頁。










U S C A R による立法過程への関与・干渉は、行政主席から議長への立法 
勧 告 （立法勧告書と参考案の提出）の 前 （事前調整)、署 名 の 前 （事後調 
整・高等弁務官による拒否権行使)、署 名 の 後 （高等弁務官による拒否権行 
使）そして審議の途中にあった。32)しかし、 これらのうちの事前調整と事 




30) 琉球政府立法院事務局編・同上誌同頁。なお、1962年 3月 19日 の 「琉球列島の管理に関する 
行政命令」の改正、すなわち大統領行政命令第11010号が出されたことによって、その第9 章 
に規定されていた高等弁務官の再可決法案承認権が廃止された。それまでは、行政主席によっ 
て再議に付されたものの、立法院の3 分の2 によって再可決された法案は、高等弁務官に送付 
され、承認しない場合は返送することによって廃案にすることができたのである。詳しくは、 
宮里政玄『日米関係と沖縄　1945-1972』岩波書店、2000年、218-219頁を参照のこと。
31) 久 貝 良 順 「戦後沖縄における法体系の整備－登記簿・戸籍薄を含めて－」 （沖縄大学法学会 
『沖大法学』第 9 号、1990年所収）同書89頁。
32) 行政主席とU SC A Rとの立法案の事前・事後調整は、琉球臨時中央政府時代である1951年 
6 月 7 日の米国民政府訓令第30号 「臨時中央政府の立法手続き」、す な わ ち 「ルイス書簡」を 
根拠としていた。また、その就任前にこの事前・事後調整が大きく政治問題化した松 岡 保 行 



















織も充実していたと言える。職員は定員122名、実数110名で、 3 部 8 課 
(室） を擁し、1957年以降、参議院にて3 ヵ月の研修を実施していた。
また、俸給月額として、議長には行政主席の額（6 6 0ドル＝20万3280円） 
に相当する額、副議長には行政副主席の額（56 0ドル＝17万2480円） に相 





立法院は、存続した20年余の間に第1 回 議 会 （定例）から第49回議会 
(定例）までを積み重ね、2373件の立法を行ない343件の決議を行なった。 
2373件にのぼる立法の内訳は、予算法628件、既存法の改正法1157件、日本
34) 豊見山和美「琉球政府立法院制度の沿革」 （沖縄国際大学沖縄法政研究所『沖縄法政研究』 
第16号、2014年 3 月所収）同誌203— 204頁。
35) 屋良行政主席は、予算連合審査会に限られたが、立法院にも積極的に出席した。予算連合審 
査会は、予算の重要性から全議員を審議に参画させる目的で、予算決算委員会が他の委員会と 
ともに開催したものである。詳しくは、宮 城 「琉球政府立法院の機能と成果」 （議会政治研究 




ろうか。琉球政府そのものがU S C A R の布告、布令、及び指令に従うもの 
とされていた。高等弁務官は「すべての立法案、その一部又はその中の一 




四 法 （「教育基本法」「学校教育法」「教育委員会法」「社会教育法」）を挙げ 
ることができる。
教育四法は一体のものとして捉えられて審議のうえ、第 7 回議会（臨時） 
中である1956年1月30日と第8 回 議 会 （定例）中である同年9 月15日にそ 
れぞれ立法院で可決された。 しかし、二度ともジェー ム ズ ，E ・ムーア 
(James E. M o o r e）37）民政副長官からの書簡で承認しない旨が通知された 
ことを受けて、議会閉会中のために、當間重剛行政主席が署名しないこと 








37) 川 手 摂 「琉球政府の行政における『日本との連続性』 －公務 員 制 度 ・人事制度を中心に－」 
(沖縄国際大学沖縄法政研究所・前掲注3 4 『沖縄法政研究』第 16号所収） 同誌211頁。20年余 
りの間において463件にのぼった日本法に準じる法整備は、住民運動としての日本復帰運動と 
軌を一にした、 「もう一つの復帰運動」 と言える。
37) ムーアについては、大 田 ・前掲注 6 『沖縄の 帝 王  高等弁務官』 1 2 8 - 1 5 4頁、及 び 宮 城 ・前 
























38) 宮 城 「琉球政府立法院の機能と成果」 （議会政治研究会編・前掲注2 5 『議 会 政 治 研 究  NO.25』 
所収） 同誌57 - 5 8 頁。
39) 「拒否立法案理由集」 （立法院議事記録部議事課編『第一回議会－第 四 一 回 議 会  資 料 I (改 
訂版)』立法院事務局、 1969年 〈？〉所収） 同 誌 101- 124頁。沖 縄 県 議 会 事 務 局 編 『沖縄県議 
会 史  第 三 巻  通 史 編 3 』沖縄県議会、2014年、25 — 27頁。
40) 復帰時の地方自治法と沖縄復帰特別措置法の条文は、我 妻 栄 他 編 『六 法 全 書  昭和48年版』 
有斐閣、 1973年に拠った。
それでは、復帰時の沖縄県やそれを取り巻く状況を確認しよう。沖縄に 
は、U S C A R に取って代わるかのように、 日本政府としてはそれまで前例 
のない総合出先機関として、総理府に属する沖縄開発庁の地方支分部局で 











を加味したものとなった。厳格な権力分立制を取らず、立 法 （議決）・行政 
(執行）の二権を有するのみである。43）
まず、立 法 （議決）権は沖縄県議会が担っており、昭和46年法律第129 





それから、行 政 （執行）権は沖縄県庁が担っており、 こ ち ら も 「沖縄復 
帰特別措法」第 5 条第 2 項によって行政主席が「みなす知事」 とされた。
41) 櫻 井 ・前掲注3 『沖縄祖国復帰物語』264— 266頁。
42) 「沖縄振興開発体制」については、佐道明広『沖縄現代政治史－ 「自立」をめぐる攻防－』吉 
田書店、2014年、及び島袋純『「沖縄振興体制」を問う－壊された自治とその再生に向けて－』 
法律文化社、2014年を参照のこと。















で18093名から6079名とおよそ3 分 の 1 になってしまった。46）
なお、復帰に際して、琉球政府の公務員は、およそ1 ：2 の割合で国と 




拠法は、「地方自治法」第 6 章 （第89条～第138条）であって、関連して復帰 
の日付で議会規則第1 号 「沖縄県議会会議規則」が制定された。県議会の 
位置づけは、 「日本国憲法」第93条に規定されている「議事機関」である。




45) 西川伸一 「歴代那覇地裁・那覇家裁所長から裁判所行政を考える」 （沖縄国際大学公開講座 
委 員 会 編 『うまんちゅ法律講座』編集工房東洋企画、2010年所収） 同書202 — 203頁。
46) 照 星 ・前掲注2 2 『沖縄行政機構変遷史』210、222頁。
47) 川 手 摂 『戦後琉球の公務員制度史－米軍統治下における「日本化」の諸相－』東京大学出版 





後者は、地方自治体の事務に関するもの、行 政 （執行） との関係におい 
て認められたもの、あるいは議会の内部的組織・運営に関するものなどで 





の者が有する。選挙制度は、復帰後において初めて行われた1972年 6 月25 
日の県議選から「中選挙区制」 となった。定数 2 名から13名の12選挙区が 
設定されており、定数は同選挙から44名である。任期は4 年となった。48）
復帰後における初の県議選の結果は、定数44名のうち、 自由民主党沖縄 
県連合会20名、沖縄社会大衆党11名、沖縄人民党6 名、 日本社会党沖縄県 




48) 照 屋 ・前掲注2 2 『沖縄行政機構変遷史』179、695頁。なお、復帰後としては初の県議会、す 
なわち昭和47年 第 1 回 沖 縄 県 議 会 （臨時会）は、1972年 5月 15日から 1 9日まで5 日間の会期で 
行われた。 この議会では、知事提出の条例が89件あったが、そのうち88件が可決され、 1 件が 
審議未了となっている。 また、議員提出の条例が2 件あり、予算が12件あったが、それぞれ全 
て可決されている。知事提出の条例には、議案第61号 「沖縄県議会議員の選挙区及び各選挙区 
において選挙すべき議員の数を定める条例」があり、そこで中選挙区制の導入が提案された。 
しかし、多数野党であった自民党沖縄県連の反対で結果として審議未了となり、屋 良 「みなす 
知事」 によって復帰後としては初の専決処分がなされている。以上について、詳しくは、沖縄 
県 議 会 事 務 局 議 事 課 編 『議 会 時 報  創刊号』沖縄県議会事務局、1973年、 7 — 11頁、眞世会編 
著 『ふ る さ と の 心 幾 世 か け て  大城眞順』私家版、 1985年、117頁、及 び 琉 球 新 報 社 編 『世替 
わり裏面史－証言に見る沖縄復帰の記録－』琉球新報社、1983年、26頁を参照のこと。
49) 沖縄戦後選挙史編集委員会編・前掲注2 0 『沖 縄戦後選挙史　第二巻』9 6 0 - 9 6 6頁。
50) 古堅実吉については、古 堅 実 吉 『命かじり－古堅実吉回想録－』琉球新報社、2002年を参照 
のこと。









制となっていた。総務課には3 係 （庶務係、経理係、及び秘書係）が、議 








われ、質 問 ・質疑を経て、委員会に付託されて審査が行われる。審査が済 
むと、本会議において委員長報告が行なわれ、それに対する質疑や討論が 
なされたうえで、表決が行なわれて閉会宣告に至る。55）
51)  沖縄県議会事務局調査課編『議 会 の 概 要 　昭和47年』沖縄県議会事務局、1972年、 9 頁。復 
帰後において初の県議会の初日である1972年 5月15日の本会議は、復帰と同時に必要となる条 
例 ・予算を審議するため、早 朝 6 時10分からの開催となり、 「暁の県議会」 と言われる。30分 
あまりの間に知事提出の条例160件、予算12件、及びその他3 件、そして議員提出の条例3 件が 
それぞれ可決された。その様子については、琉球新報社編・前掲注4 8 『世替わり裏面史－証言 
に見る沖縄復帰の記録－』24 — 26頁を参照のこと。
52) 沖縄県議会事務局調査課編『議 会 の 概 要 　昭和48年』沖縄県議会事務局、1973年、 13頁。
53) 沖縄県議会事務局調査課編・前掲注5 1 『議 会 の 概 要 　昭和47年』 6 、 11頁。沖縄県議会事務 
局 調 査 課 編 『沖 縄 県 　委 員 会 報 № 2 　昭和48年 1 月 1 日～昭和48年 12月3 1日』沖縄県議会事務 
局、1974年、 15、61頁。
54) 沖縄県議会事務局調査課編・前掲注5 1 『議 会 の 概 要 　昭和47年』 15頁。









いて、出席議員の3 分 の 2 以上の同意で再び可決したときには確定であ 
る。出席議員の3 分の 2 以上の者の同意が得られない場合には、その条例 
案は廃案となった。




て、定員が12名ふえ、選 挙 制 度 が 「中選挙区制」 に改められ、さらに任期 






主幹4 名と調査員4 名の計8 名と4 分 の 1 強になってしまった。56）
また、予算執行権がなくなり、庁舎管理権も本会議場を除いて失われ 
た。57）事務局の職員を独自採用しなくなり、規模も大幅に縮小された。定 




























58) 「元 ・県議 会 事 務 局 長  真喜屋実顕氏」 （仲 地 他 ・同上書所収） 同書379— 380頁。
5 9 ) 「＜沖 縄 新 政 府 ・復帰40年  自立への道＞第 2 部  県 議 会  5  立 法 院  法制技術の強化必要  強 
い議会を志向」 『琉球新報』朝刊、2012年 5月 14日 、 2 頁。




る。存続したおよそ20年間に、第 1 回 議 会 （定例）から第49回 議 会 （定例） 
に至るまでの積み重ねがあり、2373件の立法を行い343件の決議を行った 
ことそのものが、それを余すところなく伝えているといえるだろう。 「琉 










U S C A R による関与・干渉はあったものの、それも復帰が近付くにつれて 










61) このうちの基地被害について立法院が果たした役割については、櫻 澤 誠 「琉球政府立法院に 
よる民主政治の射程－石川事件対策特別委員会を事例として－」 （沖縄国際大学沖縄法政研究 




県条例第9 号 「公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関す 












もちろん、復帰によって米軍統治下から解放され、U S C A R による関与・ 
干渉はなくなった。 しかし、その代わり地方自治法の適用によって日本政 
府からの中央集権的な統制が及ぼされるようになった63）ことを指摘したい。
復 帰 前 後 の 「立法」を担った二つの「議会」を比較する際には、やはり 






62) 「＜沖 縄 新 政 府 ・復帰40年 　自立への道＞ 第 2 部  県 議 会  序 章  政策提言力向上を」 『琉球新 
報』朝刊、2012年 4月 22日 、 2 頁。
63) 復帰時には人口によって議会の議員定数や常任委員会数が法定されていたことを始め、地方 
自治法の集権的色彩が濃かったと言える。
実上ボイコットされている。また、立法院における審議中には、U S C A R  
と調整済みの立法案を修正しても、関 与 ・干渉はほとんどなかったとい 
う。64）制度上、事後に調整したり拒否権を行使したりできるとは言え、この 
頃には住民代表に対する一定の自制心が働いていたのではないだろうか。 




る も の の 「琉球」 という一つの地域として米軍統治下に置かれたこと、そ 
して自治を求めて厳しい状況に抗い続けたことから来ているのであろう。 
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